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保育者養成校における子育て支援の取り組み
　
石　川　正　子
はじめに
近年、子育てを取り巻く環境や社会状況は、
大きく変化してきている。1960 年代から高度
成長期に入り、1986 年には、「男女雇用機会均
等法」が施行され、女性の社会進出が活発となっ
てきた。社会経済状況の変化にともない、物的
にも豊かな生活環境や価値観が多様化し、子育
てのライフスタルも変化してきた。子育て観が
変容し、核家族化や少子高齢化が進み、若い世
代の有職で、子どもの少ない層ほど個人志向が
強く、子どもを生むことを消極的にさせる方向
と結びついている（柏木惠子他 1999）。
現代社会の変容は、都市化にともない人間関
係の希薄化や血縁・地域社会の子育て力が低下
し、氾濫する情報もあいまって、子育ての孤立
感や閉塞感、不安感を招いていると言っても過
言ではない。これらの現象に対応するためにも、
子育て負担を軽減し、若い世代の出産意欲を向
上させる有効な手段として、子育て支援は重要
視されている。
家庭機能が脆弱化した現代社会において、子
育て支援の中核を担う専門職としての保育者の
役割は、重要な位置を占めている。保育所保育
指針では、保護者への支援は、保育士の等の業
務であり、その専門性を生かした子育て支援の
役割は、特に重要なものであるとしている。保
育者は、家庭や地域の様々な社会資源との連携
を図り、保護者に対する支援及び地域の子育て
家庭に対して、子育て支援等を行う役割を担う
ことを求められている。
保育の専門性とは、保育に関する専門的知識
および技術などであり、専門性に富み優れた人
材を育成するのが、保育者養成校の役割といえ
る。
以上のことから、子育て支援に対する保育者
養成校の役割を検討するとともに、保育者養成
校として、子育て支援にどのように取り組んで
いくべきか考察する。
１　子育て支援政策の変遷
1974 年のオイルショック以降、女性の社会
進出が活発化し、少子化が進んできた。1989
年の合計特殊出生率が、1.57 にまで低下した。
1966 年（丙午）の 1.58 を下回り、1899 年に人
口動態の統計を取り始めて以来最低の数値だっ
たことで、この 1.57 ショックを契機に少子化
を問題視するようになった。わが国では、少子
化の急速な進行を懸念し、厚生省（現、厚生労
働省）が中心となって仕事と子育ての両立支援
など、子どもを生み育てやすい環境づくりに向
けての対策の検討が行われてきた。最初の具体
的な計画が、1994 年に策定された「今後の子
育て支援のための施策の基本的方向について」
（エンゼルプラン）であった。エンゼルプランは、
子育てを夫婦や家庭だけの問題ととらえるので
はなく、国や地方公共団体をはじめ、企業・職
場や地域社会も含めた社会全体で子育てを支援
していくことをねらいとしたもので、今後 10
年間に取り組むべき基本的方向と重点施策を定
めた計画であった。
エンゼルプランを実施するため、保育所の量
的拡大や低年齢児（0～2 歳児）保育や延長保
育等の多様な保育サービスの充実、地域子育て
支援センターの整備等を図るための「緊急保育
対策等 5 か年事業」が策定され、1999 年度を
目標年次として整備が進められることとなっ
た。1995 年から 10 年間の子育て支援の構築を
めざした。
その後、「家庭や子育てに夢を持ち、かつ、
次代の社会を担う子どもを安心して生み、育て
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ることができる環境を整備し、子どもがひとし
く心身ともに健やかに育ち、子どもを生み、育
てる者が真に誇りと喜びを感じることのできる
社会を実現する」といった趣旨のもと、1999 年、
「少子化対策推進基本方針」が定められた。こ
の基本方針では、少子化の原因として、晩婚化
の進行等による未婚率の上昇、その背景として、
仕事と子育ての両立の負担感の増大や子育ての
負担感の増大等があると指摘している。基本施
策には①雇用環境の整備②保育サービス等の充
実③地域社会における子育て支援体制の整備④
母子保健医療体制の充実等⑤ゆとりのある教育
の推進等⑥生活環境の整備⑦経済的負担の軽減
⑧教育及び啓発等が盛り込まれている。「少子
化対策推進基本方針」に基づき、緊急保育対策
等 5ヵ年事業の次の 5年間の目標として、「重
点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画
について（新エンゼルプラン）」が策定された。
その主な内容として、①保育サービス等子育て
支援サービスの充実②仕事と子育ての両立のた
めの雇用環境の整備③働き方についての固定的
な性別役割分業や職場優先の企業風土の是正④
母子保健医療体制の整備⑤地域で子どもを育て
る教育環境の整備⑥子どもたちがのびのび育つ
教育環境の実現⑦教育に伴う経済的負担の軽減
⑧住まいづくりやまちづくりによる子育ての支
援の 8項目にまとめられている。
2001 年には、「仕事と子育ての両立支援策の
方針について」が閣議決定された。①仕事と子
育てがしやすくするための両立ライフへ職場改
革②待機児童ゼロを目指した保育の拡充③多用
で良質な保育サービスの実施④必要な地域すべ
てに放課後児童対策の推進⑤家族支援サービス
の充実、幼稚園における子育て支援の充実、保
育所を組み込んだまちづくりの促進等の実施内
容が盛り込まれている。
さらに、2002 年には、「日本の将来推計人口」
により、少子化の主たる要因であった晩婚化に
加え、「夫婦の出生力そのものの低下」という
新しい現象が見られ、現状のままでは今後一層、
少子化が進展すると予測された。この少子化の
流れを変えるため、少子化対策推進基本法の下
で、もう一段階上の少子化対策を推進すること
を目的とした「少子化対策プラスワン」が発表
された。これには、①男性を含めた働き方の見
直し②地域における子育て支援③社会保障にお
ける次世代支援④子どもの社会性の向上や自立
の促進に加え、待機児童ゼロ作戦を含めたもの
になっている。
2003 年には、次代の社会を担う子どもが健
やかに生まれ、育成される環境の整備のための
国、地方公共団体、事業主、国民の責務につい
て明らかにした「次世代育成支援対策推進法」
が、制定された。同年、急速な少子化の進展
は、有史以来の未曾有の事態に直面していると
し、「少子化社会対策基本法」（以下「基本法」）
が策定される。基本法には、長期的な展望に
立った努力の積重ねが不可欠であるが、我らに
残された時間は極めて少ないと、危機的状況が
述べられている。この基本法は、少子化施策の
基本理念を明らかにするとともに、国及び地方
公共団体の責務や少子化に対処するための施策
を、総合的に推進するための法律として制定さ
れた。保育サービス等の充実や地域社会におけ
る子育て支援体制の整備など対策は、多岐にわ
たっている。
2004 年には、基本法に基づいて、「少子化社
会対策大綱」が閣議決定され、少子化の流れを
変えるための施策を、国が取り組むべき極めて
重要なものと位置付け、強力に推進することに
なった。「少子化社会対策大綱」には、子育て
の不安や負担を軽減、子育ての新たな支え合い
と連帯などの視点を踏まえ、①若者の自立とた
くましい子どもの育ち②仕事と家庭の両立支援
と働き方の見直し③生命の大切さ、家庭の役割
等についての理解④子育ての新たな支え合いと
連帯といった、特に集中的に取り組むべき重点
課題が 4つ設定されている。
少子化社会対策大綱に盛り込まれた施策の効
果的な推進を図るため、「少子化社会対策大綱
に基づく具体的実施計画」（子ども・子育て応
援プラン）が策定され、2005 年度から 2009 年
度までの 5年間に講ずる具体的な施策内容と目
標が、掲げられた。「待機児童ゼロ作戦」とと
もに、きめ細かい地域の子育て支援や児童虐待
防止対策など、すべての子どもと子育てを大切
にする取組を推進しているところが、特徴とも
いえる。わが国では、1990 年代から少子化対
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策を推進してきたが、従来の対策のみでは、少
子化の流れを変えることができなかった。
2006 年には、社会全体の意識改革、子ども
と家族を大切にするという視点に立ち「新しい
少子化対策について」重点的に推進することに
なった。新しい少子化対策では、子育て支援に
ついて、単に親の負担を軽減することのみが目
的ではなく、親子の関係を良好にし、子育ての
喜びを実感できることを通じて、家族機能や家
族の絆を強めることにつながると述べている。
2007 年には、結婚や出産、子育てに関して
の国民の希望と現実の乖離から、少子化社会対
策会議において「子どもと家族を応援する日本」
の重点戦略が、とりまとめられた。就労と結婚・
出産・子育ての二者択一構造を解決するために
は、「働き方の見直しによる仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の実現」とともに、
その社会的基盤となる「包括的な次世代育成支
援の枠組みの構築」（「親の就労と子どもの育成
の両立」と「家庭における子育て」を包括的に
支援する仕組み）を同時並行的に取り組んでい
くことが必要不可欠であるとしている。重点戦
略に盛り込まれた仕事と生活の調和やサービス
の質の確保等の視点を踏まえ、保育所等の待機
児童解消をはじめとする保育施策を質・量とも
に充実・強化し、推進するための「新待機児童
ゼロ作戦」を展開することとなった。具体的施
策には、子どもの健やかな育成と預ける保護者
の安心の確保の観点から、一定の質が確保され
たサービスの提供を保障する質の向上等の取り
組みを推進していくことが盛り込まれている。
その中には、保育所保育指針等を踏まえた保育
の質の向上、保育士の専門性向上と質の高い人
材の、安定的確保も含まれる。
2010 年には、少子化社会対策基本法に基づ
く「大綱」として「子ども・子育てビジョン」
が策定された。これまで進められてきた少子化
対策から、次代を担う子どもたちの為の「子ど
も・子育て支援」へと視点を移し、社会全体で
子育てを支えることを目的としている。①子ど
もの育ちを支え、若者が安心して成長できる社
会②妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社
会 ③多様なネットワークで子育て力のある地
域社会④男性も女性も仕事と生活が調和する社
会（ワーク・ライフ・バランスの実現）の目指
すべき社会への政策 4本柱を掲げ、推進するこ
ととなった。
２　子育て支援の現状
柏女（2008）は、子育て支援について、「子
どもが生まれ、育ち、生活する基盤である親お
よび家庭、地域における子育ての機能に対して、
家庭以外の私的、公的、社会的機能が支援的に
関わること」と定義している。
子育て支援に対する施策の変遷とともに、
国や地方公共団体をはじめ保育所、幼稚園、
NPO法人、企業、職場などが、家庭的保育者（保
育ママ）、ファミリー・サポート・センター、
ベビーシッター、保育サポーター等、多様なニー
ズに沿ったサービスを提供している。保育所お
いては、乳児保育、延長保育、夜間保育、休日
表 1　子育て支援施策の主な経過
1990 年 1.57 ショック
1994 年 エンゼルプラン、緊急保育対策等 5ヵ年事業
1999 年 少子化対策推進基本方針、新エンゼルプラン
2001 年 仕事と子育ての両立支援策の方針（待機児童ゼロ作戦等）
2002 年 少子化対策プラスワン
2003 年 次世代育成支援対策推進法、少子化社会対策基本法
2004 年 少子化社会対策大網、子ども子育て応援プラン
2006 年 新しい少子化対策について
2007 年 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略、新待機児童ゼロ作戦
2010 年 子ども・子育てビジョン
各種資料をもとに石川が作成
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３　低出生体重児について
予定日より早く生れてきた子どもは、国際的
な申し合わせで 1995 年より ICD-10（国際疾病
分類、10 版）により、出生体重 2500 g 未満で
生まれた子どもを低出生体重児と呼び、出生体
重別に 1500 g 未満を極低出生体重児、1000 g 
未満を超低出生体重児と分類されている。在胎
週数別では、37 週未満すべてを早産児と呼び、
28 週以上 37 週未満を早産児、22 週以上 28 週
未満を超早産児と呼ぶ。低出生体重の原因とし
て、何らかの原因による早産および子宮内胎児
発育遅延が考えられている。
日本の 2009 年度低出生体重児の頻度は、極
低出生体重児 0.5%、超低出生体重児 0.3% で
あり、男女別にみると男児で極低出生体重児
0.5%、超低出生体重児 0.3%、女児で極低出生
体重児 0.5%、超低出生体重児 0.3% ある。出
生数は減少傾向にあるが、低出生体重児は、増
加している。早産時では、1980 年には在胎週
数 37 週未満では総出生数の 4.1%、在胎週数
28 未満では 0.1% だったが、2009 年にはそれ
ぞれ 5.7%、0.3% となっている。また、低出
生体重児の比率は、1960 年では、総出生数に
対して 2500 g 未満、7.1%、1500 g 未満 0.33%、
1000 g 未満 0.03% だったのが、2009 年にはそ
れぞれ 9.6%、0.75%、0.29% と増加している
（2009 年　人口動態）。新生児期（日齢 0～27）
の死亡率は低下している。日本小児科学会新
生児委員会の全国調査によると出生体重 1000
保育、一時保育、病児・病後児保育、障害児保
育、地域活動事業、乳幼児保育に関する相談・
助言などを行っている。幼稚園では、子育て相
談や公開講座の実施、子育て井戸端会議、園庭・
園舎の解放、子育てサークル、子育てサロンな
どの支援、子育てに関する情報提供などの活動
が展開されている。
I 県での子育て支援の現状は、現在 80 か所
に地域子育て支援拠点施設があり、地域子育て
支援拠点の情報を、より多くの子育て家庭に情
報提供できるようにインターネットによる情報
を公開している。さらに、子育てサークルは約
120 か所あり、それぞれの活動を展開している。
～1400 g の新生児死亡率は 1985 年で 11.6%、
1995 年で 5.0% と有意に低下している。出生
体重 500～999 g の児でも、41.2%～21.8% と
低下している。さらに、早産児でも同様の傾向
があるとしている。
早産児の発達や成長については、実際に産ま
れた日ではなく、出産予定日を基準に考えてい
く。これを修正月齢という。3歳くらいまで、
修正月齢を用いて発達を見ていくことがある。
特に超低出生体重児では、さらに 2～3 カ月ほ
ど遅れて発達していく。
低出生体重児に多い病気として、呼吸窮迫症
候群、動脈管開存症、栄養摂取困難、無呼吸発
作、感染症、脳室内出血、脳室周囲白質軟化症、
慢性肺疾患、未熟児網膜症などがあげられる。
発達予後における問題としては、脳性麻痺、
精神発達遅滞、てんかん、視力障害、難聴があ
り、年齢が進むと、広汎性発達障害、注意欠如・
多動、学習障害などが問題となっている。
養育上の問題として、「依存的な性格」にな
りやすいという特徴がある一方で、「愛情遮断
症候群」や「被虐待児症候群」になりやすい。
これには、①妊娠中における予期せぬ出産、母
性の確立の中断、②出産直後から、長期入院を
余議なくされ、親子の絆形成が難しいこと③
児がもつ性格として、いわゆる育てにくい子で
ある場合が多いことなどが関わっている（中村
2000）。
４　考察
これまで子育て支援は、少子化対策という観
点からであったが、様々な計画の策定や対策が
講じられてきた。その結果、過去最低を記録し
た合計特殊出生率が、2005 年以降 3 年間連続
して上昇傾向にあった。しかし、2009 年には
合計特殊出生率が 1.36 になったものの、多く
の支援策が打ち出されてきたにも関わらず、依
然、目に見える成果として実感できない現状が
ある。
平成 22 年版　子ども・子育て白書によると、
合計特殊出生率は、2055年（平成67年）には1.26
になると仮定している。このような仮定に基づ
いて試算すると、年少人口（0～14 歳）では、
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2010（平成 22）年の 1,648 万人から、2055 年
には 752 万人になり、総人口に占める割合は、
13.0%～8.4%となる。生産年齢人口（15～64歳）
については、2010 年の 8,129 万人から 2055 年
には 4,595 万人となり、総人口に占める割合は、
63.9%から51.1%となる。老年人口（65歳以上）
については、2010 年の 2,941 万人から 2055 に
は 3,646 万人となり、総人口の割合は、23.1%
から 40.5% に達するとして、総人口の減少と
人口構造の変化を想定している。子育て支援
サービスのメニューは出尽くしたと言われるも
のの、さらなる改善と検討が行われない限り、
少子化に歯止めがかからなくなる可能性も危惧
される。
国民が求める子ども・子育て施策に関する
ニーズについては、内閣府が実施した少子化対
策に関する特別世論調査（2009 年 2 月）等を
みると、大きく分けて、①経済的支援の充実、
②保育所の充実をはじめとした子供を預かる事
業の拡充、③育児休業や短時間勤務を含めた働
き方の見直しについての要望が高くなってい
る。また、2011年 3月 3日の産経新聞によると、
警察庁は、平成 22 年の自殺 3万人の概要を前
年と比較して、就職失敗が 19.8%、子育ての
悩みも 44% 増になるなど、深刻化する雇用情
勢や子育て環境の悪化を反映した結果になって
いると公表した。この現実を踏まえ、子育てを
するための経済的支援や子育て支援の充実が重
要であり、これからの子育て支援をいかに行う
べきかが、これからの課題となっていくであろ
う。
子育て支援に関しては、子育て支援の現状で
も述べたように、I 県においても私的、公的、
社会的にも様々な子育て支援の対策を講じてい
る。その中で、保育者養成校として子育て支援
に取り組むのは、保育者養成校が持つ知的資源
を生かした地域貢献と、子育て支援を通して生
きた教育を学生に提供し、人材育成を行うため
である。さらに、極・超低出生体重児の親また
は親子を対象に子育て支援を展開するのは、石
川（2010a）の極・超低出生体重児の親を対象
に行った研究で、母親達の子育て支援に対する
ニーズは非常に高かったことと、保育者養成校
として母親のニーズに応え取り組んで行く必要
性を感じたことに端を発する。
I 県の低出生体重児に対する支援は、I 医科
大学附属病院 NICU との連携、保健所及び市
町村の保健師とNICU 担当医師、NICU・小児
科病棟・産科病棟・小児科外来の看護師・助産
師で構成、低出生体重児の退院に向けてなどの
図 1　出生数及び合計特殊出生率の年次推移
出典）厚生労働省：平成 22 年人口動態統計の年間推計
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情報交換、岩手医科大学附属病院 NICU と連
絡会年間 4回開催している。（全国保健所長会）
その他に、低出生体重児の家族が情報交換を行
う「こっこファミリー交流会」が、1年に 1～2
回開催されている。しかし、「こっこファミリー
交流会」の対象者は、1歳未満の該当する低出
生体重児にのみ連絡をするというものであり、
該当しない低出生体重児の親または親子の交流
の場がないという現状が、必要性を感じる背景
としてある。
奥ら（1999）は、極・超低出生体重児は、
種々の問題点・合併症を持ち、生物的にもハイ
リスクであるばかりではなく、退院後も地域社
会に溶け込みにくい、育てにくいなどの養育上
の特性を有している。また、社会的にもハイリ
スクであり、複雑な家庭環境をバックグランド
にもっていたり、将来的に家庭崩壊等の危機に
陥りやすいこともあり、引き続き支援を必要と
している。育児上の問題は、成長とともに形を
変化させながら継続する。大切なのは、援助の
輪であり、地域へまた教育へと援助を広げて行
くためには、多職種が関わるシステムが必要と
述べている。
中村（2000）も、超出生体重児が抱える問題
としては、身体的、神経学的異常ではなく、長
期入院による母子分離や社会経済的要因から派
生してくる愛情遮断症候群や被虐待児症候群と
いった養育上の問題を持つケースも少ない。退
院後も健やかに発達し続けるには、NICU入院
中から健全な母子関係の確立、超低出生体重児
を取り巻く家庭環境、社会環境の整備、さらに
医療・福祉・教育面での支援ネットワーク体制
の確立が不可欠であると述べている。
このように、極・超低出生体重児の親は、様々
な問題を抱え、さらに身近な支援者である家族
にでさえ「何かあったら怖い」と協力を拒否さ
れる等の孤独感の中で子育てをしている ( 石川
2010b）。子どもの最善の利益を保証し、親の
思いを受け止め手を差し伸べ支援をしていくこ
とが、保育のスペシャリストを育成する保育者
養成校として役割ではないかと考える。
盛岡大学短期大学部もりもり子育て支援事業
は、I 医科大学附属病院NICU、小児科外来、
I 県央保健所、M市保健所、T村保健所、K幼
稚園から子育て支援に関しての協力を得て開催
している。子育てしやすい環境を整えるために、
医療・福祉・教育面での支援ネットワーク体制
で相互に連携しながら、極・超低出生体重児の
親子の支援を展開していくことになっている。
井上（2008）が、治療や育児支援の一環とし
て医療者が意図的に開設した会が多いと、述べ
ているように、子育て支援に取り組んでいる保
育者養成校は存在するものの、極・超低出生体
重児の親または親子を対象にした子育て支援に
取り組んでいる保育者養成校は見当たらない。
また、盛岡大学短期大学部のもりもり子育て支
援事業のように、医療・福祉・教育面と連携し
ながら進めている保育者養成校も見当たらな
かった。そういった意味でも、医療・福祉・教
育面での支援ネットワーク体制の確立や保育者
養成校として特徴ある子育て支援事業を展開す
るモデルとしても、盛岡大学短期大学部もりも
り子育て支援事業の果たす役割は、大きいと考
える。
もりもり子育て支援事業活動の取り組みにつ
いては、以下のように考えている。
1）居場所をつくる
極・超出生体重児の母親の多くは、子どもへ
の罪責感や自責の念、生存に対する不安感や恐
怖感等に苛まれ、他人の何気ない言葉に敏感
な反応をして、自分の殻に閉じこもる人もい
る。中には他人の目を気にして雨戸をしめ切
り、子どもとふたり密閉された部屋で孤立感や
不安感の中、子育てをしている人もいる ( 石川
2010c）。
居場所をつくるとは、極・超出生体重児の親
子が居心地のよい場所、安心感のある場所をつ
くることである。利用する親子が緊張すること
がなく、くつろいだ気持ちになり、この場所に
行けば誰かに会えると感じることができる。誰
にも責められることなく、孤立感や不安感を味
わうことのないように、自由に訪れ、自由に過
ごすことができる場所を提供することである。
2）親と子の関係を支援する。
極・超出生体重児は、長期入院を余議なくさ
れ、身体的・精神的に親子の分離が発生するこ
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とで、愛着形成が妨げられる可能性がある。退
院後は、哺乳困難、易感染性、発達の遅れなど
の育児負担や不安要因が継続する。そして、過
保護過干渉の傾向が生じた結果、遊びや生活体
験が不足する（三科他　2007）ことや、母親の
状態や不安は、子どもの全体的発達にネガティ
ブな影響を与える（斉藤ら 2000）ことが、示
唆されている。これらのことから、子どもの発
達を促すためにも、親の気持ちに寄り添い、受
容し共感しつつ継続的に、関係形成に対しての
適切な支援を行う必要性がある。
親と子の関係を支援するとは、子どもの発達
や健康状態に合わせた遊びを紹介し、親と子ど
もが一緒に遊ぶことを通して、愛着形成を促進
させることである。また、遊びを通し支援者が
モデルを示すことで、子どもに対するかかわり
方を学ぶ。さらに、子ども自身も、のびのびと
自由に自発的に遊ぶことを通して、自己達成感
や自発性、社会性を育み、成長・発達を促進す
ることができる。支援者が、子どもが本来もっ
ている能力を引き出し、言葉にすることにより、
親が子どもの長所や成長に気がつくことができ
る。学生は、親子との関わりを通して、ファシ
リテターとしての役割を認識できる。
3）仲間づくりを支援する。
仲間づくりを支援するとは、同じような不安
や悩みを持った親同士が語り合い、共感しなが
ら成長していくことを支援していくことである。
村松ら（2003）は、地域のネットワーク作り
や子育て仲間の友達作りなどを視野にいれてお
かないと、帰宅すればそれぞれの孤立した家庭
となる危険性があると指摘している。
また、橋本（2005）は、低出生体重児の両親
は、子どもの発達の見通しが持てない。小さく
生まれた子どもの育児経験がなければ、自分の
母親や友人に何を来ても参考にならないと訴え
ていると述べている。同じような立場にある親
同士が、自分の気持ちを分かち会える相手を得
ることにより、仲間からサポートされていると
感じることができる。そして、子育てに対する
自信を喪失していた母親であっても、互いに援
助し合うことで、悩みの解決や不安の克服に繋
がっていく。また、他の子どものさまざまな姿
を通して、子どもの成長・発達の見通しを持つ
ことができて、安心感をもちながら子育てがで
きると考える。
4）親と子・学生と教員がともに育つ。
親と子・学生と教員がともに育つとは、少子
化の影響から子どもと接した経験のない学生
が、子育て支援に参加することで子どもと接す
る良い機会となる。
保育士や幼稚園教諭を経験した極・超低出生
体重児の親であっても、「小さいなぁと思った
けど、低出生体重児について分からなくて、み
んなと同じにできるように厳しく指導してし
まった。今にして思えば、かわいそうだったなぁ
と思う。」や、わが子に対面した時の感想を「鶏
ガラみたいに思った。」等と話していた ( 石川
2010d）。
学生に対して、極・超低出生体重児のイメー
ジに対するアンケートを行った結果も、「体が
小さく、病気にかかりやすい」「生まれてから
も目が離せず、とても大変なイメージ」「機能
が発達しきれていない」「抱っこするのも気を
つけなければならない」「どのように接したら
よいか」「何らかの危険性があるのではないか」
「ハンディキャップをもっている」「死亡率が高
い」など、マイナスのイメージが多かった。こ
のように、他者が、極・超低出生体重児を実際
に目の当たりにしない限りイメージすることは
難しいし理解されにくい。
マイナスのイメージを払拭する意味でも、
極・超低出生体重児の親子と触れ合い交流する
なかで、親と子および教員と学生が、相互に理
解し合い学習の場となるようにする必要があ
る。特に、極・超低出生体重児の母親は、自責
の念や子どもの将来への不安を抱えながら子育
している。学生が、子育て支援に参加すること
により、母親の思いを受け止めながら共に成長
していくという経験は、保育士としての専門性
を高めるうえで貴重な経験である。また、保育
実習では、親と直接会話したり相談に応じたり
する機会も余裕もないと考えられることから、
保育実習では得られない経験を積むことにな
り、保育者としての視野を広げることができる。
健常児と極・低出生体重児の発達の違いや個々
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の発達に応じた指導や援助の仕方などの保育技
術やコミニケーションスキルの獲得をすること
ができる。子育て支援の方法、企画、他職種と
の連携など、より具体的な内容に携わる機会が
増えることにより、子育て支援に対しての教育
的効果が期待できると考える。
極・超低出生体重児の親自身も教員や学生と
関わることにより、直接的または学生を通して
間接的に子育てに関する知識を得ることができ
る。また、子育て支援に参加した学生が保育者
として就業することにより、極・超低出生体重
児または親に対しての理解が広がることに繋が
る。それに伴い、極・超低出生体重児の親が、
安心できる保育環境の中で子育てをすることが
できる。
教員にとっても「保護者に対する支援」につ
いて、モデリングの役目を果たすことができる。
子育て支援を通した保護者、学生、教員とのか
かわりの中で、学生の持っている可能性を引き
出すことができるとともに、学生に必要な学習
内容を把握し教授することができる。
保育士養成課程の改訂前の家族援助論の教授
目標に「保育所のもつ「子育て支援」を重要な
社会的役割として理解し」という文言にあるよ
うに、保育所が担う子育て支援に対しての役割
は、社会的にも重要であると位置づけられてい
る。平成 23 年度より「家族援助論」は「家庭
支援論」に変更になり、子育て家庭のニーズに
応じた多様な支援の展開と関係機関との連携に
ついて理解すること等が、教授目標に挙げられ
ている。保育者養成校の役割として多様化する
保育ニーズに対応し、質の高い人材を育成する
ことが、求められてきているといっても過言で
はない。
以上のことから、盛岡大学短期大学部が子育
て支援事業活動に取り組むことにより、極・超
低出生体重児の親、学生、教員相互に様々な効
果が期待できる。そして、子育て支援の現状や
極・超低出生体重児の置かれている状況から、
保育者養成校である盛岡大学短期大学部が、子
育て支援に着手することは、時代の要請であり
責務であると考える。
５　今後の課題
始まったばかりの子育て支援ではあるが、低
出生体重児の親から「とても、良い場だと思う」
等の感想が寄せられている。まだまだ手探り状
態であり、極・超低出生体重児の兄弟との関連、
極・低出生体重児の親子の過ごしやすい空間ま
たは発達を促す空間作り、学生への教育プログ
ラムの構築、他機関との連携やシステム作り等
課題は、多々ある。極・超低出生体重児の親子
のニーズに添った支援を行うには、日々自己研
鑽と研究を重ねながら携わっていかなければな
らない。
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